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高台の宅地確保の状況は

　　事前復興計画で具体性を

津波対策

　

  

津
波
浸
水
予
測
地
区
内

に
あ
る
町
営
住
宅
の
高
台
移

転
の
状
況
と
今
後
の
取
り
組

み
、
及
び
高
台
の
宅
地
確
保

に
向
け
た
状
況
と
今
後
の
取

り
組
み
は
。

　

  

金
子 
ま
ち
づ
く
り
課
長

　

該
当
す
る
町
営
住
宅
は
、

大
方
地
域
70
戸
、
佐
賀
地
域

82
戸
の
計
１
５
２
戸
。

　

高
台
移
転
の
状
況
は
、
大

方
地
域
の
万
行
第
１
団
地
、

万
行
第
２
団
地
を
本
庁
舎
西

側
の
用
地
に
移
転
を
計
画
し

て
い
る
が
、
そ
の
他
に
つ
い

て
は
、
現
在
、
計
画
が
な
い
。

来
年
度
か
ら
公
営
住
宅
の
再

建
計
画
の
策
定
に
入
り
、
そ

の
中
で
検
討
し
て
い
く
。

　

  

德
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情
報
防
災
課
長

　

高
台
の
宅
地
確
保
に
つ
い

て
は
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に

対
し
て
安
心
、
安
全
な
町
の

形
成
に
は
必
要
な
施
策
と
認

識
し
て
い
る
が
、
現
在
、
具
体

的
な
計
画
は
な
い
。

　

し
か
し
、
被
災
前
に
安
全

な
住
宅
地
を
形
成
す
る
方

が
、
被
災
後
復
興
を
目
指
す

よ
り
も
、
自
治
体
、
住
民
共
に

有
利
で
あ
る
こ
と
を
訴
え
な

が
ら
、
有
効
な
補
助
事
業
の

制
度
化
を
、
国
、
県
に
働
き
掛

け
て
い
き
た
い
。

　

今
後
も
東
北
の
復
興
先
進

地
実
体
験
に
基
づ
く
発
災
後

の
状
況
、
そ
の
検
証
に
基
づ

き
、
宅
地
の
あ
り
方
、
ま
ち
づ

く
り
を
見
据
え
て
、
事
前
復

興
計
画
の
中
で
具
体
性
を
高

め
て
い
き
た
い
。

　

  

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
と
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
の

平
成
28
年
度
、
29
年
度
の
加

入
と
収
支
の
状
況
、
及
び
今

後
の
収
支
改
善
へ
の
取
り
組

み
と
見
通
し
は
。

　

ま
た
、
平
成
28
年
５
月
か

ら
愛
媛
朝
日
テ
レ
ビ
を
１
局

増
チ
ャ
ン
ネ
ル
し
た
が
、
そ

の
効
果
は
。
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長

　

加
入
と
収
入
の
状
況
は
、

下
図
に
示
す
と
お
り
。

　

情
報
セ
ン
タ
ー
事
業
の
経

営
健
全
化
を
図
る
た
め
の
長

期
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ

り
、
テ
レ
ビ
加
入
率
50
％
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
加
入
率
30
％

と
い
う
数
値
目
標
の
達
成
を

目
指
し
、
平
成
30
年
度
も
地

域
資
源
や
人
物
を
取
り
上
げ

る
等
、
番
組
内
容
の
活
性
化

を
図
る
な
ど
、
更
な
る
加
入

者
増
に
向
け
て
取
り
組
ん
で

い
き
た
い
。

　

ま
た
、
１
局
増
の
効
果
に

つ
い
て
は
、
申
込
者
へ
の
加

入
目
的
、
動
機
な
ど
の
問
い

合
わ
せ
調
査
を
し
て
い
な
い

の
で
、
把
握
で
き
て
い
な
い
。

し
か
し
、
過
去
３
年
間
の
加

入
者
の
年
度
別
推
移
で
は
、

平
成
28
年
度
の
伸
び
率
が
大

き
く
、
一
定
の
効
果
は
あ
っ

た
と
思
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
住
民
か
ら
愛
媛
朝

日
テ
レ
ビ
が
見
ら
れ
て
良

か
っ
た
と
の
声
も
届
い
て
お

り
、
以
前
か
ら
の
加
入
者
の

方
々
に
も
喜
ん
で
も
ら
え
て

い
る
と
思
っ
て
い
る
。

収
支
改
善
へ
の
取
り
組
み
は

　

数
値
目
標
の
達
成
目
指
す

情報通信事業

※交付税措置とは、一般会計からの繰り入れの内、国からの地方交付税に

　あらかじめ組み込まれていること。

内　　容

ケーブルテレビ契約数

（加入率（％））

インターネット契約数

（加入率（％））

上記２事業の歳入（万円）

（全歳入にしめる割合（％））

一般会計からの繰入（万円）

交付税措置（万円）※

Ｈ28 年度

2,243
（43.1）

1,341
（25.8）

9,131
（33.9）

17,035

11,000

Ｈ29 年度

2,298
（44.2）

1,408
（27.1）

未定

17,615

10,400

目標値

2,600
（50.0）

1,560
（30.0）

10,600
（－）

－

－

万行第一団地、同第二団地の移転計画が進む
町道新庁舎防災広場線を挟んだ新庁舎西側の
高台。
今後、造成を経て平成３３年度から建築工事
を予定
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